
労働者災害補償保険法の適用を受ける川崎市職員の公務災害等に伴う障

害特別援護金及び遺族特別援護金の支給に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、労働者災害補償保険法の適用を受ける川崎市職員の公務 

災害等に伴う休業補償等に関する規則（平成７年川崎市規則第６３号。以下 

「規則」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、規則で使用する用語の例による。 

（障害特別援護金の支給額） 

第３条 規則第９条第２項に規定する障害特別援護金の支給額は、次の各号に 

掲げる者の区分に応じ、各号に掲げる額とする。 

（１）公務上の災害に係る障害補償の受給権者 次に掲げる障害等級（労働者 

災害補償保険法施行規則（昭和３９年労働省令第２２号。以下「省令」と 

いう。）別表第１に掲げる障害等級をいう。以下同じ。）の区分に応じ、 

それぞれに掲げる額 

  ア 第１級 １，５４０万円 

  イ 第２級 １，５００万円 

  ウ 第３級 １，４６０万円 

  エ 第４級   ８７５万円 

  オ 第５級   ７４５万円 

  カ 第６級   ６１５万円 

  キ 第７級   ４８５万円 

  ク 第８級   ３２０万円 

  ケ 第９級   ２５０万円 

  コ 第１０級  １９５万円 



  サ 第１１級  １４５万円 

  シ 第１２級  １０５万円 

  ス 第１３級   ７５万円 

  セ 第１４級   ４５万円 

（２）通勤による災害に係る障害補償の受給権者 次に掲げる障害等級の区分 

に応じ、それぞれに掲げる額 

  ア 第１級   ９７５万円 

  イ 第２級   ９４０万円 

  ウ 第３級   ９０５万円 

  エ 第４級   ５５０万円 

  オ 第５級   ４７０万円 

  カ 第６級   ３９０万円 

  キ 第７級   ３１０万円 

  ク 第８級   １９５万円 

  ケ 第９級   １５５万円 

  コ 第１０級  １２０万円 

  サ 第１１級   ９０万円 

  シ 第１２級   ６５万円 

  ス 第１３級   ４５万円 

  セ 第１４級   ３０万円 

２ 省令第１４条第５項（省令第１８条の８第１項において準用する場合を含 

む。）に規定する障害の程度の加重があった場合における障害特別援護金の 

額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各 

号に定める額とする。 

（１）公務上の災害に係る障害補償の受給権者 加重後の障害等級に応ずる前 



  項第１号に掲げる額から、加重前の障害等級に応ずる前項第１号に掲げる

額を差し引いた額 

（２）通勤による災害に係る障害補償の受給権者 加重後の障害等級に応ずる

前項第２号に掲げる額から、加重前の障害等級に応ずる前項第２号に掲げ

る額を差し引いた額 

３ 省令第１４条第５項（省令第１８条の８第１項において準用する場合を含 

む。）に規定する障害の程度の加重があった場合において、新たな障害のみ 

に対して障害補償が行われた場合の障害特別援護金の額は、前項の規定にか 

かわらず、当該障害等級に応ずる第１項各号に掲げる者の区分に応じ、当該 

号に定める額とする。 

（遺族特別援護金の支給額） 

第４条 規則第１０条第３項に規定する遺族特別援護金の支給額は、次に掲げ 

る場合の区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

（１）公務上の死亡の場合  １，８６０万円 

（２）通勤による死亡の場合 １，１３０万円 

２ 規則第１０条第１項の規定により遺族特別援護金の支給を受けることがで 

きる者が２人以上あるときは、遺族特別援護金の支給額は、前項の規定にか 

かわらず、同項に規定する額をその人数で除した額とする。 

（遺族特別援護金の申請等についての代表者） 

第５条 遺族特別援護金の支給を受けることができる者が２人以上あるときは 

、これらの者は、そのうち１人を、遺族特別援護金の申請及び受領について 

の代表者に選任しなければならない。ただし、世帯を異にする等やむをえな 

い事情のため代表者を選任することができないときは、この限りでない。 

２ 規則第１１条第３項に規定する遺族特別援護金申請書には、前項の規定に 

より代表者を選任したときは、その旨を証明することができる書類を添付し 



なければならない。 

（遺族特別援護金の特例） 

第６条 遺族特別援護金は、労働者災害補償保険法の一部を改正する法律 (昭 

和４０年法律第１３０号。以下「昭和４０年改正法」という。) 附則第４３

条第３項の規定により遺族補償年金の支給が停止されている場合又は労働者

災害補償保険法の一部を改正する法律（昭和４８年法律第８５号）附則第５

条第２項の規定により読み替えて準用する昭和４０年改正法附則第４３条第

３項の規定により遺族年金の支給が停止されている場合においても、支給す

ることができる。 

 （準用） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、障害特別援護金及び遺族特別援護金の

支給については、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）の規

定により支給される障害特別援護金及び遺族特別援護金の例によるものとす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成８年１１月２６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の規定は、平成８年４月１日以後において発生した公務上の災害 

 又は通勤による災害について適用する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 平成９年４月１日から平成１２年３月３１日までの間の公務上の災害又は



通勤による災害の規定の適用については、改正後の要綱第３条第１項及び第

２項並びに第４条第１項の規定にかかわらず、別表のとおり読み替えて適用

する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

 （内払） 

２ 適用日からこの要綱の施行日の前日までの間において、改正前の要綱の規

定により支給された障害特別援護金については、改正後の要綱の規定による

障害特別援護金の内払とする。 

  附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

 

 


